
第２章 市内の緑被地の現状把握と増減要因の調査

社会潮流の把握、整理（報告書 P.14）

➢ 国土交通省は「都市緑地法に基づく基本方針」の検討において、その全体目標である都市のあるべき姿として「人と自然が共生し、環境への負荷が小さく、Well-beingが実
感できる緑豊かな都市」を打ち出している。 数値目標としては、「市街地について緑被率が３割以上となることを目指す」と打ち出している。

➢ 環境省は、「第六次環境基本計画」において国民の「ウェルビーイング／高い生活の質」の実現を目指すことを目的としている。
➢ スマートシティ等を振興するデジタル庁は、一般社団法人スマートシティ・インスティテュートとともに地域幸福度(Well-Being)指標を作成している。 また、ウェルビーイング政策
を領域別にモニタリングし、調査結果を政策立案・政策評価に活用している自治体もある。

➢ 昨今研究が盛んになってきている幸福に関連する研究について、様々な理論が提唱されていることを確認し、検討材料とした。

ロジックツリーの作成の考え方・進め方（報告書 P.25）

➢ 横浜市では、目標を「環境（水と緑）」「市民の幸福」に設定しそれぞれが向上すること（ネイチャーポジティブと
Well-being ）を目標に定めた。さらに、ネイチャーポジティブとWell-beingがwin-winな関係になり、互いに
高まる状態を目指すこととした（図表１）。なお、ロジックツリーの作成にあたっては、今まで水と緑に関わりのな
かった市民層を取り込めるよう検討した。

➢ 構成として、最終アウトカム、中間アウトカム、中間アウトカムの改善につながる施策の方向性、事業・取組の４
つの階層からなるロジックツリーを検討した。

➢ ロジックツリーに含むべき「中間アウトカム」、「中間アウトカムにつながる施策の方向性」、「事業・取組例」について
は、委員会・有識者ヒアリング、関連する資料の分析から検討を進めた。

ロジックツリーの作成（報告書 P.36）

➢ 本調査研究では、まず、全体像について示すロジックツリーを作成した。（次頁参照）次に、検討する対象を絞り
込み、「中間アウトカムにつながる施策の方向性」、「事業・取組」における関係性を検討するロジックツリーを作成し
た。いくつかの「中間アウトカム」を対象に検討したロジックツリーと横浜市の特徴である「緑の10大拠点」を対象に検
討したロジックツリーを作成した。

➢ 中間アウトカム同士の関係性を検討するロジックツリーについて、事業や取組によっては、環境と市民の幸福の両方
に影響することが考えられる。そのため、環境関連の中間アウトカムと市民の幸福関連の中間アウトカムとの関係性
を検討することとした。

➢ 次期計画に向けて、施策や事業・取組の内容を具体化することが求められるが、どのような市民が参加・活用等を
してくれそうかを定めターゲットを設定することが、施策や事業・取組の初期段階においても順調な普及につながると
考えられる。また、施策や事業・取組の広げるためには、認知していない市民や不満をもっている市民をターゲットにすることが効果的であると考えられる。

➢ 今回のロジックツリーの検討により、これまで取り組んできた「環境の維持・回復・充実」と社会潮流である「Well-being」に向けて、重要と考えられる要素を中間アウトカムとし
て明確化でき、さらには中間アウトカムを満たす施策、事業・取組を網羅的に整理できた。今後は、これらの施策、事業・取組を実施していくことが基本的な方向性と考えられ
る。今後。それらを実施するために重要な検討内容として、中間アウトカムの目標（ゴール）の設定、事業化検討の前提条件、事業化の検討、事業を有効に機能させるた
めの仕組み整理等が挙げられる。

調査研究の背景と目的（報告書 P.３）

➢ 横浜市は、「横浜市水と緑の基本計画」をもとに、水・緑が豊か

な都市づくりを進めてきたが、現計画の目標年次は令和７年ま

でであるため、それ以降の新たな計画の策定を進める上では、

環境問題への対応等を考慮するだけでなく、昨今注目されてい

るWell-beingの考え方も取り込み、緑の施策、事業・取組を

検討する必要があった。

➢ また、横浜市では概ね５年ごとに市内の300㎡以上の緑被地

を調査している。新たな計画の策定を進める上でも、緑被率の

目標指標についての検討が必要となる。そのため、緑被地に関

する調査の結果をもとに、市内における緑地の現状とその増減

要因を把握することが求められた。

➢ さらに、厳しい財政状況では、より正確かつ簡便な緑被率の調

査手法の確立が課題となっている。その解決に向けて、環境解

析ツールであるGoogleのEIEの活用可能性についての検討が

有効であろう。

➢ 本調査研究では、上記の背景を踏まえ、例えば人（市民）と

環境の望ましい状態・状況を最終アウトカムに設定し、それに寄

与する施策を検討するためのロジックツリーを作成し、緑の事業・

取組を整理することとした。それに加え、基礎調査業務として、

①市内の緑被地の現状把握と増減要因の調査、①の調査結

果とEIEの比較による調査手法の評価・検証を行うこととした。

調査研究の流れと全体像（報告書 P.４）

①【調査研究】社会潮流の把握・整理→ロジックツリーの作成

②【基礎調査業務】 市内の緑被地の現状把握と増減要因の調

査（緑被地調査）→緑被地調査結果とEIEの比較による調査

手法の評価・検証

令和６年度 横浜市「緑地の増減要因の分析と対策に向けた調査研究」報告書 概要版

序章 調査研究の概要 第１章 今後のみどり関連施策の体系的な整理

EIEによる調査概要の整理（報告書 P.270）

➢ EIE とは、Google が無料で公開しているデータベース兼分析ツールである。Google 

が所有するデータ（衛星画像など）とモデリング技術を活用し、温室効果ガス排出源

の測定と分析を実施している。

➢ EIE では、航空写真を基に機械学習を使用して樹木エリアの密度を推定している。

高解像度の航空写真画像のピクセルを「樹木」や「道路」などのさまざまな地形タイプに

分類するよう AIモデルに学習させ、樹木エリアの割合は、都市やその近隣で「樹木」に

分類されるピクセルの割合を推計した結果となる。

調査結果との比較（報告書 P.276）

➢ 緑被調査項目において、Google EIEによる樹木エリアデータは複数時期のデータを

基に推定され、比較的精度良く抽出されていたことから、300㎡以上の樹林地の代

替となり得る可能性は十分にある。なお、10㎡上の樹木も同様に活用可能と考えら

れる。

➢ 一方で、樹木のまとまりや低木などの抽出基準が目視判読と異なること、樹林地面積

を集計すると全体的に第12次調査時点より小さい傾向がみられたことなどから、緑被

率として用いる際にはそれらの点に留意して整理する必要がある。

➢ さらに、緑被調査はこれまで概ね５年に１度実施としているが、Google EIEによる樹

木エリアデータの更新時期は不明確なため、調査にあたり常に最新の状況が取得でき

る訳ではない。また、Google Earth で確認できる画像と樹木エリアの整備時点が一

致しないため、２時期の比較による増減要因の把握が困難な場合も考えられる。

第３章 EIEの活用可能性

緑被地の調査及び集計・整理（報告書 P.69）

➢ 目視判読による300㎡以上の緑被地を集計した結果、令和６年度における横浜市全域の緑被地面積は11,822 ha、緑被率は27.1％であった。

また、第11次調査と比較すると、緑被地面積は295ha減少し、緑被率は27.8％から0.7ポイント低下であった。（図表２）

➢ 画像解析による10㎡以上の緑被地を集計した結果、令和６年度における横浜市全域の緑被地面積は14,360 ha、緑被率は32.9％であった。

また、第11次調査と比較すると、緑被地面積は388ha減少し、緑被率は33.8％から0.9ポイント低下していた。

第11次緑地環境診断調査結果との比較における緑被地増減箇所に関する詳細調査（報告書 P.173）

➢ 横浜市全域の緑被地面積は、増加箇所が125ha、減少箇所が420haで、差し引き295ha減少していた。

➢ 増加要因別の緑被地面積は、「植生の生長/一団化」が 91.2ha と最も多く、全体の 73%を占めていた。次いで、「緑化等」が 13.9ha(11%)、

「 その他」が12.0ha(10％)であっ た。 緑被地別は、「植生の生長/一団化」による草地”の増加が最も大きく 76.9ha、次いで「植生の生長/ 一団

化」による“樹林地”の増加が 14.2ha、「その他」による“草地”の増加が 12.0haであった。

➢ 減少要因別の緑被地面積は、「空地・造

成・建設工事中」が 138.1ha(32.9%)

と最も多く、次いで「戸建住宅」が 89.0ha

(21.2%)、「工場 ・事業施設」が 74.3ha

(17.7%)であっ た 。緑被地別は、「空地・

造成・建設工事中」による“草地”の減少が

最も大きく58.6ha、次いで「空地・造成・

建設工事中」による“樹林地”の減少が

46.0ha、「工場・事業施設」による“草地”

の減少が45.6ha であった。

図表１横浜市におけるロジックツリー作成の考え方

令和元年 令和6年 前回からの増減
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緑被率
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(%)

面積

(ha)

緑被率

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

緑
被
地

樹林地 7,281 16.7% 7,199 16.5% -82 -0.2

農 地 2,411 5.5% 2,277 5.2% -134 -0.3

草 地 2,425 5.6% 2,346 5.4% -79 -0.2

合 計 12,117 27.8% 11,822 27.1% -295 -0.7

市全域面積 43,650 43,650 0 

図表２ 横浜市全域の300㎡以上の緑被地面積及び緑被率の経年変化
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ロジックツリーの全体像（（「市民の幸福」関連）

最終アウトカム中間アウトカムの達成につながる施策の方向性 中間アウトカム事業・取組例

市民の幸福
(Well-being)

お金の獲得・貯蓄・自己
投資

地域内の社会関係資本の
構築・強化

自分らしさの形成・自己
実現・成長

防災に対応したまちづく
り

心身の健康

多様な就業・起業の機会の確保

自身のやりがい（関心領域）の発見

やりがい（関心領域）における必要
な能力の開発、学びの機会の提供

やりがいのある領域での取り組みの
支援

防災・減災機能を活かしたまちづ
くり

こころの健康

からだの健康

農業、環境関連企業の誘致、支援、連携

生物、環境に関連する教育機会の提供

イベントの開催（体験・学習）

スタートアップ企業の金融面等での支援

オフィス街での気分展開の場の提供

意欲ある農家や新規参入者と遊休農地とのマッチング

専門家によるレクチャー

運動ができる場の提供

緑地保全制度等による樹林地の保全

都市の雨水浸透性を高める整備

通勤・通学・買物通路等の導線における緑化の推進

農作業や農体験をしたい市民等への機会の提供
（市民利用型農園）

援農コーディネータや森づくりボランティア等の育成、機
会の提供

つながりの形成

学ぶ機会の提供

他者や公共のためにつくす場、機会
の提供

（人との関連性、活動に関す
る）学びの機会の提供

地産地消の推進（新鮮な農産物の供給）

多様な担い手に対する支援

農副連携の推進

身近なみどりの自治

継続的な学び合いの仕組み作
り

(注)「事業・取組例」から「中間アウトカムにつながる施策の方向性」につ
ながる矢印については、色や点線の違いにより判別しやすいようにした。

気分転換、ストレス解消でき
る場づくり

楽しく歩けて、運動できる水
緑空間

趣味などでからだを動かす機
会の提供

興味を持ってもらえるような
情報や機会の提供

緑があることによる安心感

水緑あふれる歩行空間の整備

身近な緑の創出

学びの機会の提供

ハード整備や樹林地等の保全

ソフト事業
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ロジックツリーの全体像（「環境(自然資本)の維持・回復・充実」関連）

最終アウトカム中間アウトカムの達成につながる施策の方向性 中間アウトカム事業・取組例

生物多様性の確保

つくる（緑・水辺等の創
出）

緑・水辺の保全

(市民、企業等による)緑の
活用

緑・水辺の維持管理(維持・
向上)

防災に対応したまち
づくり

緑・水の防災・減災機能を活
かしたまちづくり

気候変動への対応

環境(自然資本)
の維持・回復・
充実

緩和策の推進

適応策の推進

市民の幸福
(Well-being)

緑・水辺などの創出

維持管理等の実践

緑の活用等の実践

緑地保全制度等による樹林地の保全

都市の雨水浸透性を高める整備

農作業や農体験をしたい市民等への機会の提供
（市民利用型農園）

（樹林地・水辺等の）市民の維持管理活動への広報・参加
促進

(緑の10大拠点等の)緑・水の保全
温室効果ガスの排出削減

温室効果ガスの吸収

ブルーカーボン事業の推進

恵みの里・ふるさと村事業の推進、ビジターセンターの運
営・運用

愛護会による維持管理

身近な緑化の推進

遊休農地の利用促進

地産地消の推進

公園の整備

水田を維持するための管理助成・減免

歴史・文化・景観の
形成

学ぶ機会の創出

学びの機会の提供
教える機会

情報提供、きっかけ作り

地域住民等による農景観の維持管理

維持管理活動に関する広報

(注)「事業・取組例」から「中間アウトカムにつながる
施策の方向性」につながる矢印については、色や点線の
違いにより判別しやすいようにした。

市民、企業による緑の活用

学びの機会の提供

ハード整備や樹林地等の保全

ソフト事業
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